
特別障害者手当

　重度の障がいのため、日常生活において常時特別の介護を必要とする20歳以上の在宅

の方に支給される手当です。次の１～７の障がいが２つ以上あるか、それと同程度以上

の状態であり、国で定める基準に該当する方が対象です。障がいの状態を確認するため、

申請後、家族の立会いのもと調査を行います。

◆障がいの範囲と程度

　１　両眼の視力がそれぞれ0.03以下のもの、または一眼の視力が0.04、他眼の視力が

　手動弁以下のもの。

　２　両耳の聴力レベルが100dB以上のもの

　３　両上肢に著しい障がいを有するもの、または両上肢のすべての指を欠くもの、も

　　　しくは両上肢のすべての指の機能に著しい障がいを有するもの

　４　両下肢の機能に著しい障がいを有するもの、または両下肢を足関節以上で欠くも

　　　の

　５　体幹の機能に座っていることが出来ない程度、または立ち上がることが出来ない

　　　程度の障がいを有するもの

　６　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障がいまたは長期にわたる安静を必要

　　　とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁

　　　ずることを不能ならしめる程度のもの

　７　精神の障がいであって、前各号と同程度以上と認められるもの

●支給額　

　月額28,840円（令和６年４月現在）

●支給月

　2・5・8・11月（前３か月分を年４回本人の指定口座に振り込み）

　※申請のあった月の翌月分から支給の対象となります。

●支給要件

　・施設（特別養護老人ホーム）に入所していないこと

　・病院等（老人保健施設含む）に３か月を超えて入院していないこと　等

　・本人、配偶者及び扶養義務者の前年の所得が支給基準内であること　等

●申請に必要なもの

　①診断書　②通帳（障がい者本人名義）　③障害者手帳（お持ちの方）

　④障害基礎年金証書または年金振込通知書（本人のみ）

　⑤マイナンバーのわかるもの

【問い合わせ先】 　社会福祉課障がい者支援班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）

９．手当・年金
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障害児福祉手当

　重度の障がいのため、日常生活において常時特別の介護を必要とする20歳未満の児童

に支給される手当です。次の１～10の障がいが１つ以上あるか、それと同程度以上の状

態であり、国で定める基準に該当する方が対象です。

　申請をする前にお問い合わせください。

◆障がいの範囲と程度

　１　両眼の視力がそれぞれ0.02以下のもの。

　２　両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程度のもの

　３　両上肢の機能に著しい障がいを有するもの

　４　両上肢のすべての指を欠くもの

　５　両下肢の用を全く廃したもの

　６　両大腿を２分の１以上失ったもの

　７　体幹の機能に座っていることができない程度の障がいを有するもの

　８　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障がいまたは長期にわたる安静を必要

　　　とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁

　　　ずることを不能ならしめる程度のもの

　９　精神の障がいであって、前各号と同程度以上と認められるもの

　10　身体の機能の障がいもしくは病状または精神の障がいが重複する場合であって、

　　　その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの

●支給額

　月額15,690円（令和６年４月現在）

●支給月

　2・5・8・11月（前３か月分を年４回本人の指定口座に振り込み）

　※申請のあった月の翌月分から支給の対象となります。

●支給要件

　・施設入所していないこと

　・障がいを支給事由とする他の公的年金を受けていないこと　等

　・扶養義務者の前年の所得が支給基準内であること　等

●申請に必要なもの

　①診断書　②通帳（障がい児本人名義）　③障害者手帳（お持ちの方）

　④マイナンバーのわかるもの

【問い合わせ先】 　社会福祉課障がい者支援班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）
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特別児童扶養手当

　身体または精神に障がいのある20歳未満の児童を監護する父もしくは母、または父母

にかわってその児童を養育している方に支給されます。

　ただし、児童が福祉施設等に入所している場合や、障がいを事由として公的年金を受

けることができる場合は支給されません。

●支給額（所得に応じて支給停止の場合あり） ※手当額は毎年見直されます。

　１級（重度）児童１人につき月額55,350円（令和６年４月現在）

　２級（中度）児童１人につき月額36,860円（令和６年４月現在）

●支給時期

　4・8・11月に指定の口座に振り込み（申請のあった月の翌月分から支給の対象）

●申請に必要なもの

　①請求者及び対象児童の戸籍謄本　②世帯全員の住民票　③振込先口座申出書

　④診断書（身体障害者手帳または療育手帳により省略できる場合有）

　⑤マイナンバーのわかるもの（請求者、対象児童、扶養義務者のもの）

【問い合わせ先】 　社会福祉課障がい者支援班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）

児童扶養手当

　父または母が一定の障がいの状態にある児童（18歳になる年の年度末までの児童、ま

たは20歳未満で国の定める障がいの状態にある児童）を養育している方に支給されます。

　ただし、国内に住所がない場合や、児童が福祉施設等に入所している場合は支給され

ません。

●支給額（所得に応じて支給停止の場合あり） ※手当額は毎年見直されます。

　１人目の児童　月額45,500円～10,740円

　２人目の児童　月額10,750円～5,380円

　３人目以降１人につき　月額6,450円～3,230円

●支給時期

　1・3・5・7・9・11月に指定口座に振り込み（申請のあった月の翌月分から支給の対象）

●申請に必要なもの

　①請求者及び対象児童の戸籍謄本　②世帯全員の住民票　③請求者名義の通帳

　④診断書　⑤マイナンバーのわかるもの（請求者、対象児童、扶養義務者のもの）

【問い合わせ先】 　こども家庭センター家庭支援班　TEL:0187-73-6811

　各支所市民サービス課（50ページ）
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障害基礎年金（国民年金）

　国民年金加入中に病気やけがで一定の障がいが残ったときや、20歳前の事故や疾病等

により政令で定められている障がい（国民年金の障がい等級１級、２級）の状態になっ

た場合に、障害基礎年金が支給されます。

◆受給要件

　１　初診日において、国民年金の被保険者であること。または被保険者であった60歳

　　　以上65歳未満の方で、日本国内に住所のある方。

　２　初診日の前日において、初診日がある月の２か月前までの被保険者期間で国民年

　　　金の保険料納付済期間（厚生年金保険の被保険者期間、共済組合の組合員期間を

　　　含む）と保険料免除期間をあわせた期間が３分の２以上あること。または、初診

　　　日が令和８年３月末日までにあるときは、初診日において６５才未満で、初診日

　　　の前日において、初診日がある月の２か月前までの直近１年間に保険料の未納期

　　　間がないこと。

　３　障害認定日（初診日より１年６か月を経過した日、または症状が固定した日）に

　　　政令で定められている障害等級表の１級または２級の障がいの状態になっている

　　　こと。

　４　20歳前に初診日がある場合は、20歳に到達したとき「３」の要件を満たしている

　　　こと。ただし、本人の所得制限あり。

●支給額（令和６年４月現在）

　１級…年額1,020,000円　　２級…年額816,000円

●子の加算額

　第１子・第２子　…１人につき234,800円

　第３子以降　　　…１人につき78,300円

【問い合わせ先】 　保険年金課年金班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）

※障害厚生年金については大曲年金事務所にお問い合わせください。

　TEL:0187-63-2296

◆特別障害給付金制度

　国民年金の任意加入期間に加入していなかったことにより、障害基礎年金等の受給権

を有していない障がい者の方に、福祉的措置として「特別障害給付金制度」が創設され、

平成１７年４月１日から施行されました。

　詳細はお問い合わせください。

【問い合わせ先】 　保険年金課年金班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）
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心身障害者扶養共済制度

　障がいのある方を扶養している保護者が生存中に一定の掛金を納付することにより、

保護者に万一（死亡、重度障がい）のことがあったとき、障がいのある方に終身一定額

の年金を支給する制度です。

●加入対象者

　次のいずれかの方を扶養している県内在住の65歳未満の保護者

　①知的障がい者

　②身体障がい者（１級～３級）

　③精神または身体に永続的な障がいのある方で①及び②と同程度と認められる方　

●掛金　

　１口につき月額9,300円～23,300円　（加入時の年齢で額が決まります。）

●支給額

　１口当たり月20,000円

●申請に必要なもの

　①障害者手帳　②加入者と障がい者の住民票

【問い合わせ先】 　社会福祉課障がい者支援班　TEL:0187-63-1111

　各支所市民サービス課（50ページ）

自動車事故被害者援護制度

　自動車による交通事故が原因で「脳」「脊髄」または「胸腹部臓器」に重度の後遺障

がいが残り、日常生活において「常時」または「随時」の介護が必要な方に介護料を支

給する制度です。

　

●介護料等の支給

　支給額（月額）は認定された種別ごとに

　特Ⅰ種　85,310円～211,530円

　　Ⅰ種　72,990円～166,950円

　　Ⅱ種　36,500円～ 83,480円

●交通遺児等生活資金貸付

　交通遺児等の方に育成資金を無利子で貸付けします。

【問い合わせ先】　独立行政法人自動車事故対策機構　秋田支所　℡018-863-5875
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